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（仮称）泉南市営りんくう公園整備等事業 募集要項・記載要領及び様式集 新旧対照表（平成 29年 12月 27日修正版） 
 

No. 頁 
章又
は資
料№ 

節 
項
目 

他 旧 新 

      募集要項  

1 P.12 4 (3) ① イ 

4.応募者の備えるべき参加資格要件 

（3）各業務実施企業の参加資格要件 

① 設計業務を行う者 

ア （略） 

イ 公園設計業務を行う者 

i） 建設コンサルタント登録規程（昭和52年建設省告示第

717号）第2条の規定に基づく建設コンサルタント登録

（造園部門）を行っていること。 

ii） 第一次審査書類の受付最終日までの過去5年間に完了

した、都市計画法施行規則（昭和44年建設省令第49号）

第7条第5項に規定される公園（街区公園を除く）の実

施設計の実績を有すること。ただし、複数の者で設計

業務を行う場合は、主たる部分を担当する企業が当該

実績を有していればよいものとする。 

4.応募者の備えるべき参加資格要件 
（3）各業務実施企業の参加資格要件 
① 設計業務を行う者 
ア （略） 
イ 公園設計業務を行う者 

i） 建設コンサルタント登録規程（昭和 52 年建設省告示
第 717 号）第 2条の規定に基づく建設コンサルタント
登録（造園部門又は都市計画及び地方計画部門）を行
っていること。 

ii） 第一次審査書類の受付最終日までの過去 10年間に完
了した、都市公園法（昭和 31年法律第 79号）第 2条
に規定される都市公園の実施設計の実績を有するこ
と。ただし、複数の者で設計業務を行う場合は、主た
る部分を担当する企業が当該実績を有していればよい
ものとする。 

 

2 P.13 4 (3) ② イ 

② 建設業務を行う者 
ア （略） 
イ 公園の建設業務を行う者 
i）～ iii） （略） 
iv） 第一次審査書類の受付最終日までの過去 5 年間に完

了した都市計画法施行規則第 7条第 5 項に規定される

公園（街区公園を除く）、又は基盤整備工事を含む公
園緑地工事の実績を有すること。当該実績は、元請負
人として受注し、かつ単一の契約によりなされたもの
で、共同企業体の構成員としての実績の場合、当該共
同企業体の経営形態は共同施工方式によるもので、当
該共同企業体の構成員としての出資比率が 50％以上

である者に限る。ただし、複数の者で施工する場合は、
主たる部分を担当する企業が当該実績を有していれば
よいものとする。 

v） （略） 
 

② 建設業務を行う者 
ア （略） 
イ 公園の建設業務を行う者 
i）～ iii） （略） 
iv） 第一次審査書類の受付最終日までの過去 10年間に完

了した都市公園法（昭和 31年法律第 79号）第 2条に

規定される都市公園、又は基盤整備工事を含む公園緑
地工事の実績を有すること。当該実績は、元請負人と
して受注し、かつ単一の契約によりなされたもので、
共同企業体の構成員としての実績の場合、当該共同企
業体の経営形態は共同施工方式によるもので、当該共
同企業体の構成員としての出資比率が 50％以上であ

る者に限る。ただし、複数の者で施工する場合は、主
たる部分を担当する企業が当該実績を有していればよ
いものとする。 

v） （略） 
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No. 頁 
章又
は資
料№ 

節 
項
目 

他 旧 新 

3 P.14 4 (3) ③ イ 

③ 工事監理業務を行う者 
ア （略） 
イ 公園の工事監理業務を行う者 

i） 建設コンサルタント登録規程（昭和 52 年建設省告示
第 717 号）第 2条の規定に基づく建設コンサルタント
登録（造園部門）を行っていること。 

ii） 第一次審査書類の受付最終日までの過去5年間に完了
した都市計画法施行規則（昭和44年建設省令第49号）
第7条第5項に規定される公園（街区公園を除く）の設
計又は工事監理（発注者支援・施工管理等）の実績を

有すること。ただし、複数の者で工事監理業務を行う
場合は、主たる部分を担当する企業が当該実績を有し
ていればよいものとする。 

 

③ 工事監理業務を行う者 
ア （略） 
イ 公園の工事監理業務を行う者 

i） 建設コンサルタント登録規程（昭和 52 年建設省告示
第 717 号）第 2条の規定に基づく建設コンサルタント
登録（造園部門又は都市計画及び地方計画部門）を行
っていること。 

ii） 第一次審査書類の受付最終日までの過去 10年間に完
了した都市公園法（昭和 31年法律第 79号）第 2条に
規定される都市公園の設計又は工事監理（発注者支

援・施工管理等）の実績を有すること。ただし、複数
の者で工事監理業務を行う場合は、主たる部分を担当
する企業が当該実績を有していればよいものとする。 
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No. 頁 
章又
は資
料№ 

節 
項
目 

他 旧 新 

      記載要領及び様式集  

4 P.19 
様式
Ⅲ-4 

   

（様式Ⅲ－4） 

平成  年  月  日 

設計業務実績（公園設計業務） 

 

平成 29年 12 月 6日付けで募集要項等の公表がありました「（仮称）泉南市営りん

くう公園整備等事業」について、下記のとおり事業実績を報告します。 

参加資格要件  

① 建設コンサルタント登録規程（昭和 52 年建設省告示第 717 号）第 2 条の規定

に基づく建設コンサルタント登録（造園部門）を行っていること。 

 

② 第一次審査書類の受付最終日までの過去 5年間に完了した、都市計画法施行規

則（昭和 44 年建設省令第 49 号）第 7条第 5項に規定される公園（街区公園を

除く）の実施設計の実績を有すること。ただし、複数の者で設計業務を行う場

合は、主たる部分を担当する企業が当該実績を有していればよいものとする。 

事業者名  

上記企業について、代表

企業、構成企業及び協力

企業の別 

代表企業 ・ 構成企業 ・ 協力企業 

（いずれかを囲むこと） 

上記事業者の登録番号  

設
計
業
務
経
験
の
内
容 

業務名称 ●●●●●●業務（TECRIS 登録番号：●●●●●●） 

業務の発注者名 ●●●●●● 

業務の受注者名 ●●●●●● 

受注形態 ・単独   ・共同体（●●●●●●） 

施工場所 ●●県●●市●●町●● 

業務工期 平成●年●月●日～平成●年●月●日 

公園規模 面積 ●●,●●●㎡（設計を行った面積） 

分担業務分野の概要 ●●●●●●として従事 

 

1 建設コンサルタント登録規程（昭和 52 年建設省告示第 717 号）第 2 条の規定に

基づく建設コンサルタント登録（造園部門）を行っていることを証する書類の写

しを本様式の後に添付します。 

2 第一次審査書類の受付最終日までの過去 5年間に完了した実績を有する事を証す

る書類を本様式の後に添付します。 

 

（注 1）主として設計に当たる企業が複数の場合は、企業ごとに記入すること。 

（注 2）本様式の後に添付する資料は企業ごとに上記 1,2 の順に整理すること。 

（注 3）上記 2を証する書類として契約書又は、TECRIS の写しを添付すること。なお、

これらの資料で実績を満たしている事が確認できない場合は、仕様書、図面

等、概要がわかる書類の写しを添付すること。 

 

（様式Ⅲ－4） 

平成  年  月  日 

設計業務実績（公園設計業務） 

 

平成 29年 12 月 6日付けで募集要項等の公表がありました「（仮称）泉南市営りん

くう公園整備等事業」について、下記のとおり事業実績を報告します。 

参加資格要件 

① 建設コンサルタント登録規程（昭和 52 年建設省告示第 717 号）第 2 条の規定

に基づく建設コンサルタント登録（造園部門又は都市計画及び地方計画部門）

を行っていること。 

② 第一次審査書類の受付最終日までの過去 10 年間に完了した、都市公園法（昭

和 31 年法律第 79号）第 2 条に規定される都市公園の実施設計の実績を有する

こと。ただし、複数の者で設計業務を行う場合は、主たる部分を担当する企業

が当該実績を有していればよいものとする。 

事業者名  

上記企業について、代表

企業、構成企業及び協力

企業の別 

代表企業 ・ 構成企業 ・ 協力企業 

（いずれかを囲むこと） 

上記事業者の登録番号  

設
計
業
務
経
験
の
内
容 

業務名称 ●●●●●●業務（TECRIS 登録番号：●●●●●●） 

業務の発注者名 ●●●●●● 

業務の受注者名 ●●●●●● 

受注形態 ・単独   ・共同体（●●●●●●） 

施工場所 ●●県●●市●●町●● 

業務工期 平成●年●月●日～平成●年●月●日 

公園規模 面積 ●●,●●●㎡（設計を行った面積） 

分担業務分野の概要 ●●●●●●として従事 

 

1 建設コンサルタント登録規程（昭和 52 年建設省告示第 717 号）第 2 条の規定に

基づく建設コンサルタント登録（造園部門又は都市計画及び地方計画部門）を行

っていることを証する書類の写しを本様式の後に添付します。 

2 第一次審査書類の受付最終日までの過去 10 年間に完了した実績を有する事を証

する書類を本様式の後に添付します。 

 

（注 1）主として設計に当たる企業が複数の場合は、企業ごとに記入すること。 

（注 2）本様式の後に添付する資料は企業ごとに上記 1,2 の順に整理すること。 

（注 3）上記 2を証する書類として契約書又は、TECRIS の写しを添付すること。なお、

これらの資料で実績を満たしている事が確認できない場合は、仕様書、図面

等、概要がわかる書類の写しを添付すること。 
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No. 頁 
章又
は資
料№ 

節 
項
目 

他 旧 新 

5 P.22 
様式
Ⅲ-6 

   

（様式Ⅲ－6） 

平成  年  月  日 
建設業務実績（公園の建設業務） 

 

平成 29年 12 月 6日付けで募集要項等の公表がありました「（仮称）泉南市営りん
くう公園整備等事業」について、下記のとおり事業実績を報告します。 

参加資格要件  

① 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 3 条第 1 項の規定により、土木一式工
事の特定建設業の許可を受けた者であること。ただし、複数の者で施工する場

合は、施工する企業がそれぞれ担当する業種の許可を受けていればよいものと

する。 
② 公園の建設を行う者の直前の経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書に

おける「土木一式」の総合評定値が 700点以上であり、かつ特定建設業許可を

有すること。ただし、複数の者で施工する場合は、主たる部分を担当する企業
が本要件を満たしていればよいものとする。 

③ 公園の建設を行う者の主たる営業所及び入札契約等の権限を委託された支

店・営業所等の所在地が大阪府内にあること。 
④ 第一次審査書類の受付最終日までの過去 5年間に完了した都市計画法施行規則

第 7 条第 5 項に規定される公園（街区公園を除く）、又は基盤整備工事を含む

公園緑地工事の実績を有すること。当該実績は、元請負人として受注し、かつ
単一の契約によりなされたもので、共同企業体の構成員としての実績の場合、

当該共同企業体の経営形態は共同施工方式によるもので、当該共同企業体の構

成員としての出資比率が 50％以上である者に限る。ただし、複数の者で施工す
る場合は、主たる部分を担当する企業が当該実績を有していればよいものとす

る。 

⑤ 業務を実施するために必要となる資格等を有する者を本事業に配置すること
が可能なこと。 

事業者名  

上記企業について、代表企業、

構成企業及び協力企業の別 

代表企業 ・ 構成企業 ・ 協力企業 

（いずれかを囲むこと） 

工
事
名
称
等 

工事名称 ●●●●●●工事（CORINS登録番号：●●●●●●） 

工事の発注者名 ●●●●●● 

工事の受注者名 ●●●●●● 

受注形態 ・単独   ・共同体（●●●●●●） 

施工場所 ●●県●●市●●町●● 

工期 平成●年●月●日～平成●年●月●日 

契約金額 ●●●,●●●,●●●円 

工
事
概
要 

公園規模 面積 ●●,●●●㎡（建設を行った面積） 

整備した主要施設 ●●●、●●●、●●● 

分担業務分野の概要 ●●●●●●として従事 
 
1（略） 
2（略） 
3 第一次審査書類の受付最終日までの過去 5 年間で完了した施設の施工実績がある
ことを証する書類、その施工実績が共同企業体案件の場合は、当該共同企業体の構
成員としての出資比率が 50％以上であることを証する書類を本様式の後に添付し
ます。 

（注 1）～（注 3） （略） 

 

（様式Ⅲ－6） 

平成  年  月  日 
建設業務実績（公園の建設業務） 

 

平成 29 年 12 月 6 日付けで募集要項等の公表がありました「（仮称）泉南市営りん
くう公園整備等事業」について、下記のとおり事業実績を報告します。 

参加資格要件 

① 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 3 条第 1 項の規定により、土木一式工
事の特定建設業の許可を受けた者であること。ただし、複数の者で施工する場

合は、施工する企業がそれぞれ担当する業種の許可を受けていればよいものと

する。 
② 公園の建設を行う者の直前の経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書に

おける「土木一式」の総合評定値が 700点以上であり、かつ特定建設業許可を

有すること。ただし、複数の者で施工する場合は、主たる部分を担当する企業
が本要件を満たしていればよいものとする。 

③ 公園の建設を行う者の主たる営業所及び入札契約等の権限を委託された支

店・営業所等の所在地が大阪府内にあること。 
④ 第一次審査書類の受付最終日までの過去 10 年間に完了した都市公園法（昭和

31 年法律第 79 号）第 2 条に規定される都市公園、又は基盤整備工事を含む公

園緑地工事の実績を有すること。当該実績は、元請負人として受注し、かつ単
一の契約によりなされたもので、共同企業体の構成員としての実績の場合、当

該共同企業体の経営形態は共同施工方式によるもので、当該共同企業体の構成

員としての出資比率が 50％以上である者に限る。ただし、複数の者で施工する
場合は、主たる部分を担当する企業が当該実績を有していればよいものとす

る。 

⑤ 業務を実施するために必要となる資格等を有する者を本事業に配置すること
が可能なこと。 

事業者名  

上記企業について、代表企業、

構成企業及び協力企業の別 

代表企業 ・ 構成企業 ・ 協力企業 

（いずれかを囲むこと） 

工
事
名
称
等 

工事名称 ●●●●●●工事（CORINS登録番号：●●●●●●） 

工事の発注者名 ●●●●●● 

工事の受注者名 ●●●●●● 

受注形態 ・単独   ・共同体（●●●●●●） 

施工場所 ●●県●●市●●町●● 

工期 平成●年●月●日～平成●年●月●日 

契約金額 ●●●,●●●,●●●円 

工
事
概
要 

公園規模 面積 ●●,●●●㎡（建設を行った面積） 

整備した主要施設 ●●●、●●●、●●● 

分担業務分野の概要 ●●●●●●として従事 

 
1（略） 
2（略） 
3 第一次審査書類の受付最終日までの過去 10 年間で完了した施設の施工実績がある
ことを証する書類、その施工実績が共同企業体案件の場合は、当該共同企業体の構
成員としての出資比率が 50％以上であることを証する書類を本様式の後に添付し
ます。 

（注 1）～（注 3） （略） 



 

5 
 

No. 頁 
章又
は資
料№ 

節 
項
目 

他 旧 新 

6 P.25 
様式
Ⅲ-8 

   

（様式Ⅲ－8） 
平成  年  月  日 

工事監理業務実績（公園の工事監理業務） 
 
平成 29年 12 月 6日付けで募集要項等の公表がありました「（仮称）泉南市営りん

くう公園整備等事業」について、下記のとおり事業実績を報告します。 

参加資格要件  

① 建設コンサルタント登録規程（昭和 52 年建設省告示第 717 号）第 2
条の規定に基づく建設コンサルタント登録（造園部門）を行っている
こと。 

② 第一次審査書類の受付最終日までの過去 5 年間に完了した都市計画法
施行規則第 7 条第 5 項に規定される公園（街区公園を除く）の設計又
は工事監理（発注者支援・施工管理等）の実績を有すること。ただし、
複数の者で工事監理業務を行う場合は、主たる部分を担当する企業が
当該実績を有していればよいものとする。 

事業者名  
上記企業について、代表
企業、構成企業及び協力
企業の別 

代表企業 ・ 構成企業 ・ 協力企業 
（いずれかを囲むこと） 

上記事業者の一級建築
士事務所登録番号 

 

業
務
名
称
等 

業務名称 ●●●●●●業務 

業務の発注者名 ●●●●●● 

業務の受注者名 ●●●●●● 

受注形態 ・単独   ・共同体（●●●●●●） 

施工場所 ●●県●●市●●町●● 

業務工期 平成●年●月●日～平成●年●月●日 

工
事
概
要 

公園規模 面積 ●●,●●●㎡（工事監理を担当した面積） 

主要な施設 ●●、●●、●● 

分担業務分野の概要 ●●●●●●として従事 
 

１ 建設コンサルタント登録規程（昭和 52 年建設省告示第 717 号）第 2
条の規定に基づく建設コンサルタント登録（造園部門）を行っている
ことを証する書類の写しを本様式の後に添付します。 

２ 第一次審査書類の受付日までの過去 5 年間に工事監理が完了した実績
を有することを証する書類を本様式の後に添付します。 

 
（注 1）主として工事監理に当たる企業が複数の場合は、企業ごとに記入す

ること。 
（注 2）本様式の後に添付する資料は企業ごとに本文 1,2 の順に整理するこ

と。 
（注 3）上記 2 を証する書類として施工証明書又は契約書並びに仕様書の写

しを添付すること。これらの資料で実績を満たしている事が確認で
きない場合は、図面等、概要がわかる書類の写しを添付すること。 

 

（様式Ⅲ－8） 
平成  年  月  日 

工事監理業務実績（公園の工事監理業務） 
 
平成 29年 12 月 6日付けで募集要項等の公表がありました「（仮称）泉南市営りん

くう公園整備等事業」について、下記のとおり事業実績を報告します。 

参加資格要件 
① 建設コンサルタント登録規程（昭和 52 年建設省告示第 717 号）第 2

条の規定に基づく建設コンサルタント登録（造園部門又は都市計画及
び地方計画部門）を行っていること。 

② 第一次審査書類の受付最終日までの過去 10 年間に完了した都市公園
法（昭和 31 年法律第 79 号）第 2 条に規定される都市公園の設計又は
工事監理（発注者支援・施工管理等）の実績を有すること。ただし、
複数の者で工事監理業務を行う場合は、主たる部分を担当する企業が
当該実績を有していればよいものとする。 

事業者名  
上記企業について、代表
企業、構成企業及び協力
企業の別 

代表企業 ・ 構成企業 ・ 協力企業 
（いずれかを囲むこと） 

上記事業者の登録番号  

業
務
名
称
等 

業務名称 ●●●●●●業務 

業務の発注者名 ●●●●●● 

業務の受注者名 ●●●●●● 

受注形態 ・単独   ・共同体（●●●●●●） 

施工場所 ●●県●●市●●町●● 

業務工期 平成●年●月●日～平成●年●月●日 

工
事
概
要 

公園規模 面積 ●●,●●●㎡（工事監理を担当した面積） 

主要な施設 ●●、●●、●● 

分担業務分野の概要 ●●●●●●として従事 
 
１ 建設コンサルタント登録規程（昭和 52年建設省告示第 717号）第 2条

の規定に基づく建設コンサルタント登録（造園部門又は都市計画及び
地方計画部門）を行っていることを証する書類の写しを本様式の後に
添付します。 

2 第一次審査書類の受付日までの過去10年間に工事監理が完了した実績
を有することを証する書類を本様式の後に添付します。 

 
（注 1）主として工事監理に当たる企業が複数の場合は、企業ごとに記入す

ること。 
（注 2）本様式の後に添付する資料は企業ごとに本文 1,2 の順に整理するこ

と。 
（注 3）上記 2 を証する書類として施工証明書又は契約書並びに仕様書の写

しを添付すること。これらの資料で実績を満たしている事が確認で
きない場合は、図面等、概要がわかる書類の写しを添付すること。 
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7 P.26 
様式
Ⅲ-9 

   

（様式Ⅲ－9） 
平成  年  月  日 

維持管理業務実績 
 
平成 29年 12 月 6日付けで募集要項等の公表がありました「（仮称）泉南市営りん

くう公園整備等事業」について、下記のとおり事業実績を報告します。 

参加資格要件  
① 以下のいずれかの実績を有すること。 

a. 第一次審査書類受付最終日までの過去 5年間に、公園又は公園施
設における維持管理業務の実績が１件以上あること。 

b. 公園及び各公園施設における維持管理業務を遂行する能力があ
ると客観的に認められる実績を有していること。 

② 業務を実施するために必要となる資格等を有するものを本事業に配
置することが可能なこと。 

事業者名  

上記企業について、代表企

業、構成企業及び協力企業

の別 

代表企業 ・ 構成企業 ・ 協力企業 

（いずれかを囲むこと） 

業
務
名
称
等 

業務名称 ●●●●●●業務 

業務の発注者名 ●●●●●● 

業務の受注者名 ●●●●●● 

受注形態 ・単独   ・共同体（●●●●●●） 

業務場所 ●●県●●市●●町●● 

業務工期 平成●年●月●日～平成●年●月●日 

業
務
概
要 

業務内容等 （公園又は公園施設における維持管理業務内容） 

構造 
鉄骨造、鉄筋コンクリート造又は、鉄筋鉄骨コンク
リート造 

公園規模 面積 ●●,●●●㎡（維持管理業務を実施している面積） 

施設の延べ床面積 ●●,●●●㎡（維持管理業務を実施している面積） 

分担業務分野の概要 ●●●●●●として従事 

 
1 第一次審査書類受付最終日までの過去 5年間に維持管理業務を実施した実績を有

することを証する書類を本様式の後に添付します。 
2 公園及び各公園施設における維持管理業務の遂行能力があると客観的に認めら

れる実績を有することを証する書類を本様式の後に添付します。 

3 維持管理業務を実施するにあたって必要な資格（許可、登録、認定等）を有する
ことを誓約する書類を（様式Ⅲ－12）として添付します。 

 

（注 1）主として維持管理にあたる企業が複数の場合は、企業ごとに記入すること。 
（注 2）本様式の後に添付する資料は、企業ごとに記入し、1,2,3の順に整理すること。 

（注 3）上記 1 を証する書類として契約書の写しを添付すること。なお、これらの資料

で実績を満たしている事が確認できない場合は、仕様書、図面等、概要がわか
る書類の写しを添付すること。 

（注 4）上記 2 を証する書類として仕様書、図面、パンフレット等、概要がわかる書類

の写しを添付すること。 
  

（様式Ⅲ－9） 
平成  年  月  日 

維持管理業務実績 
 
平成 29年 12 月 6日付けで募集要項等の公表がありました「（仮称）泉南市営りん

くう公園整備等事業」について、下記のとおり事業実績を報告します。 

参加資格要件 

① 以下のいずれかの実績を有すること。 
a. 第一次審査書類受付最終日までの過去 5年間に、公園又は公園施

設における維持管理業務の実績が１件以上あること。 
b. 公園及び各公園施設における維持管理業務を遂行する能力があ

ると客観的に認められる実績を有していること。 
② 業務を実施するために必要となる資格等を有するものを本事業に配

置することが可能なこと。 

事業者名  

上記企業について、代表企

業、構成企業及び協力企業

の別 

代表企業 ・ 構成企業 ・ 協力企業 

（いずれかを囲むこと） 

業
務
名
称
等 

業務名称 ●●●●●●業務 

業務の発注者名 ●●●●●● 

業務の受注者名 ●●●●●● 

受注形態 ・単独   ・共同体（●●●●●●） 

業務場所 ●●県●●市●●町●● 

業務工期 平成●年●月●日～平成●年●月●日 

業
務
概
要 

業務内容等 （公園又は公園施設における維持管理業務内容） 

構造 
鉄骨造、鉄筋コンクリート造又は、鉄筋鉄骨コンク
リート造 

公園規模 面積 ●●,●●●㎡（維持管理業務を実施している面積） 

施設の延べ床面積 ●●,●●●㎡（維持管理業務を実施している面積） 

分担業務分野の概要 ●●●●●●として従事 

 

1 第一次審査書類受付最終日までの過去 5年間に維持管理業務を実施した実績を有

することを証する書類を本様式の後に添付します。 
2 公園及び各公園施設における維持管理業務の遂行能力があると客観的に認めら

れる実績を有することを証する書類を本様式の後に添付します。 

3 維持管理業務を実施するにあたって必要な資格（許可、登録、認定等）を有する
ことを誓約する書類を（様式Ⅲ－11）として添付します。 

 

（注 1）主として維持管理にあたる企業が複数の場合は、企業ごとに記入すること。 
（注 2）本様式の後に添付する資料は、企業ごとに記入し、1,2,3の順に整理すること。 

（注 3）上記 1 を証する書類として契約書の写しを添付すること。なお、これらの資料

で実績を満たしている事が確認できない場合は、仕様書、図面等、概要がわか
る書類の写しを添付すること。 

（注 4）上記 2 を証する書類として仕様書、図面、パンフレット等、概要がわかる書類

の写しを添付すること。 
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8 P.27 
様式
Ⅲ-10 

   

（様式Ⅲ－10） 
平成  年  月  日 

運営業務実績 
 
平成 29年 12 月 6日付けで募集要項等の公表がありました「（仮称）泉南市営りん

くう公園整備等事業」について、下記のとおり事業実績を報告します。 

参加資格要件  

① 以下のいずれかの実績を有すること。 

a. 第一次審査書類の受付最終日までの過去 5 年間に、公園又は公園施設にお

ける運営業務の実績が１件以上あること。 

b. 公園及び公園施設における運営業務を遂行する能力があると客観的に認

められる実績を有していること。 

② 業務を実施するために必要となる資格等を有し、有資格者を本事業に配置する

ことが可能なこと。 

事業者名  

上記企業について、代表企
業、構成企業及び協力企業

の別 

代表企業 ・ 構成企業 ・ 協力企業 
（いずれかを囲むこと） 

業
務
名
称
等 

業務名称 ●●●●●●業務 

業務の発注者名 ●●●●●● 

業務の受注者名 ●●●●●● 

受注形態 ・単独   ・共同体（●●●●●●） 

業務場所 ●●県●●市●●町●● 

業務工期 平成●年●月●日～平成●年●月●日 

業
務
概
要 

業務内容等 （公園又は公園施設における運営業務内容） 

構造 
鉄骨造、鉄筋コンクリート造又は、鉄筋鉄骨コンク

リート造 

公園規模 面積 ●●,●●●㎡（運営業務を実施している面積） 

施設の延べ床面積 ●●,●●●㎡（運営業務を実施している面積） 

分担業務分野の概要 ●●●●●●として従事 

 
1 第一次審査書類受付日終了までの過去 5年間に運営業務を実施した実績を有する

ことを証する書類を本様式の後に添付します。 

2 公園及び公園施設における運営業務の遂行能力があると客観的に認められる実
績を有することを証する書類を本様式の後に添付します。 

3 運営業務を実施するにあたって必要な資格（許可、登録、認定等）を有すること

を誓約する書類を（様式Ⅲ－13）として添付します。 
 

（注 1）主として運営にあたる企業が複数の場合は、企業ごとに記入すること。 

（注 2）本様式の後に添付する資料は、企業ごとに記入し、1,2の順に整理すること。 
（注 3）上記 1 を証する書類として契約書の写しを添付すること。なお、これらの資料

で実績を満たしている事が確認できない場合は、仕様書、図面等、概要がわ

かる書類の写しを添付すること。 
（注 4）上記 2 を証する書類として仕様書、図面、パンフレット等、概要がわかる書類

の写しを添付すること。 

 

（様式Ⅲ－10） 
平成  年  月  日 

運営業務実績 
 

平成 29 年 12 月 6 日付けで募集要項等の公表がありました「（仮称）泉南市営りん
くう公園整備等事業」について、下記のとおり事業実績を報告します。 

参加資格要件 

① 以下のいずれかの実績を有すること。 

a. 第一次審査書類の受付最終日までの過去 5 年間に、公園又は公園施設にお

ける運営業務の実績が１件以上あること。 

b. 公園及び公園施設における運営業務を遂行する能力があると客観的に認

められる実績を有していること。 

② 業務を実施するために必要となる資格等を有し、有資格者を本事業に配置する

ことが可能なこと。 

事業者名  

上記企業について、代表企
業、構成企業及び協力企業

の別 

代表企業 ・ 構成企業 ・ 協力企業 
（いずれかを囲むこと） 

業
務
名
称
等 

業務名称 ●●●●●●業務 

業務の発注者名 ●●●●●● 

業務の受注者名 ●●●●●● 

受注形態 ・単独   ・共同体（●●●●●●） 

業務場所 ●●県●●市●●町●● 

業務工期 平成●年●月●日～平成●年●月●日 

業
務
概
要 

業務内容等 （公園又は公園施設における運営業務内容） 

構造 
鉄骨造、鉄筋コンクリート造又は、鉄筋鉄骨コンク

リート造 

公園規模 面積 ●●,●●●㎡（運営業務を実施している面積） 

施設の延べ床面積 ●●,●●●㎡（運営業務を実施している面積） 

分担業務分野の概要 ●●●●●●として従事 

 
1 第一次審査書類受付日終了までの過去 5年間に運営業務を実施した実績を有する

ことを証する書類を本様式の後に添付します。 

2 公園及び公園施設における運営業務の遂行能力があると客観的に認められる実
績を有することを証する書類を本様式の後に添付します。 

3 運営業務を実施するにあたって必要な資格（許可、登録、認定等）を有すること

を誓約する書類を（様式Ⅲ－12）として添付します。 
 

（注 1）主として運営にあたる企業が複数の場合は、企業ごとに記入すること。 

（注 2）本様式の後に添付する資料は、企業ごとに記入し、1,2の順に整理すること。 
（注 3）上記 1 を証する書類として契約書の写しを添付すること。なお、これらの資料

で実績を満たしている事が確認できない場合は、仕様書、図面等、概要がわ

かる書類の写しを添付すること。 
（注 4）上記 2 を証する書類として仕様書、図面、パンフレット等、概要がわかる書類

の写しを添付すること。 

 
 


